
　

№ 提案題名 現状と課題 提案内容
「生ごみ」の堆肥・肥料化の問題点
～これまでの経験と現実から～

１．生ごみだけでは、良質の堆肥はできない
２．現実の障害としての壁“JA農協”の化学肥料・農薬の優先的販売
３．今回の委員会で堆肥とは何か、本当に理解しているか
４．委員会に堆肥化を実務として取組んだ、成功者・失敗者が不在
５．入り口と生産工程と出口を一元として本当に企業化として、成立つ
      事業であることを意識しての委員会であるか疑問
６．①堆肥の原料としての配合割合が理解されているか②生ごみに含
      まれてる塩分が土壌に悪影響を及ぼす事を承知しているか③生ご
      みと共に排出される油分が作物の生育に害を及ぼすことを理解して
      いるか

１．原料の引取先の確保
２．堆肥施設の確保・行政手続き（行政主導で心配は少ない）
３．肥料としての認定化・生産届・廃掃法に基づく各行政手続き
４．肥料・堆肥の販売届・販路の確保について
５．組織化に対してこれらの成功事例、失敗事例、しかも実務経験者の貴重
      な体験を活かしてはどうか
６．・最低の経験から・環境保全型、処理、リサイクル・良質の土壌改良材
      としての堆肥、肥料・低コストの施設化・処理基準・排出量、種類，必
      要材料の詳細を具体化・リサイクル施設予定地の環境確認

７．①全国の仲間が有機堆肥育成に創意工夫の事業展開しているが、販
     路で特に専業農業で受け入れ拒否が多く、市場が特定されている。
     ②現実として、外食産業・食品・建設・農業工場等の個々の経営戦
     略でリサイクル化の一元管理が承知され、まず出口確保から見直し
     が開始されたこと
８．①堆肥とは②微生物とは③発酵とは④温度の重要性⑤堆肥には微生
     物と家畜糞のバランスの必要性が大きい⑥発酵技術の基礎を本当に
     理解しての参画なのか⑦この辺りについては、別途外注政策を検討
     しているのか
９．①委員会の設置要領の第２条(１)(2)(3)(4)各項目を具体的にし、総
     合施設化の実現を目指しているのか不安に感じます②自治会単位で
     第一次集積場を設け、地域住民で維持管理する事例が中心と聞いて
     いますが、住民と行政中心で本当に一元管理できるものなのでしょ
     うか。

７．小田原市内にある「食品リサイクル施設」などを参考にしたらどうか。
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生ごみ分別における市民への協力要請 　私たち小田原市民は現在かなり細かくごみの分別をしています。他の
市町村から引越ししてきた人にとって驚くこともしばしばあるようで
す。しかし、これから生ごみを堆肥化させる為には、さらに細かく分別
をしていかざるを得ないのではないでしょうか？これは、必要なことか
もしれませんが大変面倒な事でもあります。まして、細分化したごみを
家庭内に保存しなければならないかと思うと、置き場に頭を抱えてしま
います。

　まず、調理した段階で分別を徹底し、次に、食べ残した段階で分別を徹底
しなくてはならないと思います、そのために、市民全体に教育活動をしてく
ださい。その後、その分別したゴミを、今以上に頻繁に家庭外に出せるよう
なら助かります。それから、その分別されたものが有効に使われていて、協
力したこと事が明らかに分かること。また、これから書きますことは一番お
願いしたいことです。  その新しい事業のために費用が掛からないこと、で
す。環境保護は必要ですが、我々市民の生活にこれ以上の負担が掛からない
方策を  ぜひとも考えていただかなくては困ります。既存の施設を活用し、最
低限のコストで展開して欲しいものです。
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「生ごみ」を資源として考える 小田原市は週２回、周辺自治体は３回の可燃ごみの収集をしている。ほ
とんど生ごみや紙、プラ等の包材が混ざって燃されているようだ。
平成9年以来、徹底分別をすすめた小田原市なので「生ごみ」も資源と
捉えるため、市民にその可能性知ってもらう必要がある。

第１段階、市民の「生ごみ」の量を測定する（家庭と事業系の両面）。第2段
階、事業系の「生ごみ」の発生元のデータを得た結果、「食品リサイクル
法」の年間100ｔ以上の事業者については、当然全面実施してもらい法律の
示すそれ以下の排出事業者にも「食品リサイクル法」に、従ってもらう。
第3段階、市の調査で排出事業者による「食品リサイクル法」の実施が十分に
定着したことを踏まえて、市民の「生ごみ」の堆肥化に取組む。「食品リサ
イクル」施設による受け入れテスト処理が望ましい。
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｢生ごみ」の利用に先立つこと 　毎週２回、地域によっては３回収集されている「生ごみ」を含む燃せ
るごみについては、無償で簡単に捨てられる印象が根付いています。９
品目の「ごみの出し方」の徹底が不十分とされている今、さらに「生ご
み」の分別を市民に協力してもらうことは相当な努力が伴うでしょう。

　「生ごみ」の堆肥化をしている東町の施設を夏休み学習で見学しました。
堆肥化した肥料が農家で利用されるためには、安全性や品質面で苦心してい
るそうです。また、農産物が循環する場合、流通業者や食品提供事業者の利
用が前提にないと、農家の畑が都会の「生ごみ」の処分先にされてしまう心
配があります。従って、具体的には堆肥化できる施設で検証して、農作物が
市民の食卓に循環する処理の流れを確かめるモデル実験を試すと良いでしょ
う。
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まず排出事業者の取組みを指導しよう 　小田原市の分別は、「可燃ごみ」からの資源化は、比較的徹底されて
います。しかしその市民の協力に比べ、食品排出事業者の事前分別は徹
底されずに、そのまま許可業者に一括で任せる傾向が強く、分別を徹底
する姿勢が不足しています。これは、家庭の生ごみのリサイクルを進め
る為にも、排出事業者へ、法律で定められている「食品リサイクル法」
に沿った行動を推進されることを強く感じます。

　市内の食品排出事業者に、「食品リサイクル法」を理解し実施しているか
否か、現状をアンケート調査し把握されることを提案します。（回答率にも
注目）また、実施するべき理由を環境行政（県/市）が、農水省任せにせず、
県や市から強く告知する必要があります。市民を巻き込んだ「家庭の生ごみ
堆肥化」は、これらの事業者が推進実践しない限り、その量的な比率からも
ても、前進しないと思います。市民が食する食品が、この推進する堆肥を利
用した市内循環による農業産品である為には、これに関わる流通業界に、
「食品リサイクル法」を確実に実践させる為には、有効なインセンティブも
必須かと思います。
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｢食品リサイクル法｣を周知する 「生ごみ」の堆肥化については、平成17年10月7日から10月28日ま
で募集した小田原市の環境基本計画改訂素案に提言されている
（No.36.37）意見の反映状況「素案に反映します」「事務事業に反映
します」のコメントが実施された状況だと思います。現状は可燃ごみの
分類の中で週２回収集し焼却されます。課題は資源化（堆肥化）の施設
が必要とされることですが、公共による建設は各地の実施事例の結果、
費用対効果と継続性に問題があります。

　小田原市では県内でも数少ない「生ごみ」の許可のある堆肥化施設が、市
内の東町で平成18年以来事業系の食品残渣を受け入れています。「食品リサ
イクル法」への対応施設として再生資源事業者登録も取得し、肥･飼料法でも
堆肥、飼料の両方の商品化を成功させ事業化し、困難とされる維持条件をク
リアし今日に至っています。市民に開かれた「食品リサイクル法」として実
施されるべきですが、広報の点でその具体的チェックが少なく、家庭ごみの
堆肥化の前提となる大規模発生源への指導が不備です。行政は食品リサイク
ル法を徹底させて下さい。
市民、事業者が一緒に取り組んでこそ、堆肥の活用の面で市内の農業生産者
の理解と協力が得られます。｢地域内循環」ということは「生ごみ」の発生元
の市民・事業者に堆肥から育った地元の農産物が買上げられることを明確に
するべきです。
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■　生ごみ堆肥化による地域内循環方策(提案一覧）
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№ 提案題名 現状と課題 提案内容
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地域内循環と一括収集での循環の併用 【現状】
1.分別収集処分について
・燃せるゴミとして２回/週パッカー車にて収集し、焼却処分してい
  る。
・分別品目上日常的に排出される燃せるゴミの内容は『生ゴミ』が
  ほとんどと考えられる。
・収集場所での害虫（ネコ・カラス含む）対策にて、生ゴミを隠すた
  めに紙等で巻いて排出している家庭も有る。
2.家庭内について
・生ゴミは臭気対策のため、蓋付きのゴミ箱にて保管していると
   考えられる。
・集合住宅など、物理上家庭菜園等が出来ない所が有る。

【課題】
1.分別収集処分について
・生ゴミのみを分別品目を増やし、収集・リサイクルすると、収集
   コスト及びCO2排出増加に繋がる。
・生ゴミのみ収集する事が出来るか？（異物混入防止）
2.家庭内について
・排出する全ての家庭が堆肥を必要としていない。
・地域ごとの堆肥化機械の導入には初期投資・維持管理費がかかる。

【収集処分について】
・各収集場所に保管と一次処理を兼ねたBOXを用意する。（北欧にてミミズ
や微生物のみの力にて小地域内での堆肥化を実施している。初期投資はBOX
のみでランコスト及び電気使用のCO2はゼロ）
・１回/週にてBOX内の一次処理物を収集し、処分場にて完全堆肥化をす
る。（現状燃せるゴミを２回/週の所を燃せるゴミ１回/週と生ゴミ１回/週に
して収集コストの増加を抑える）
・堆肥の活用が多い所には事前調査を実施後、堆肥化機械を導入し、小地域
内での循環を実施する。（収集コスト及び収集におけるCO2の削減）
・堆肥化に使用する助熱源は焼却から発生する熱を利用する。

【堆肥の活用について】
・基本的に有料とする。但し、広報などにより引換券の配布により、市民に
原料還元する。
・農協と協力し、販売ルートを確保すると共に魅力有る値段にて農家及び家
庭菜園者に販売する。（横浜市循環局での堆肥は割高感を感じた）堆肥を
使った商品の開発と消費の確保に努める。

8

生ごみ堆肥化のための化学分析の体制
整備

　生ごみの原料となる家庭で使用する野菜や肉・魚類などは、すでに全
国・全世界に散らばる産地から流通しているものです。これらには、残
留農薬、食品添加物、環境ホルモンなどが含まれている可能性がありま
す。これらを安易に混合して堆肥化し、長期的に地域内の特定の農地に
利用した場合、蓄積する可能性があります。特に有機農業の認定を受け
て進めいま場合など問題となりえます。また剪定枝などには、農業基準
以上の高濃の農薬が使われている場合もあり得ます。有機物の循環にあ
たっては、これらの懸念を前もってクリアできることが必要です。

１．堆肥化にあたっては、適時、堆肥化前の原料、及び出来た堆肥について
残留農薬、重金属などの検査体制を構築しておく。
２．農業での利用のための、N、P、Kなどの成分比などを適時測定して表示
し品質を保持する。
３．また利用した農地での測定を定期的に行い、問題がないか随時検証して
いく。
４．市の関係機関や外注なども含めて、化学分や生物検定の随時できる検査
体制を講じておく。
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生ごみのなかでの分別の基準確立およ
びフローの設計

　堆肥作成には、原料の成分比、特に炭素と窒素成分比（CN率）の適
量な配合及び適切な水分調整ができないと発酵にいたらず未完熟とな
り、各種の問題が生じます。適正なCN率の確保のためには、窒素成分
の多い鶏糞、米ぬか、青草等の安定的な原料確保が課題となります。剪
定枝や野菜くずなどは季節的に全体量や成分が変化します。また、一般
家庭では成分別に分別する事は現状では難しく、食品加工事業所等から
出る有機物との組合せも考える必要もあります。市内全体での細かな原
料のフロー設定が必要です。

１．堆肥化にあたっては、出される生ごみの分別基準を細かく作成して、普
及徹底する。
２．市全体での種別・成分毎の排出量などを予測して全体の流れを前もって
設計する。困難な場合には、モデル事業でフローを検証する。
３．堆肥化する場として、家内・組織内処理、地域内拠点、広域でのプラン
ト等を設定して、それらの間の分担や協力関係を考えてフロー設計する。
４．小規模地域内堆肥化拠点での処理施設には、間伐材などを利用した木枠
などを提供する。
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剪定枝などをごみとして扱わない方策 　剪定枝や除草した草などは、家庭ごみとは異なる特性があり、量も多
く、別の対策が必要です。堆肥化にあたっても特性の違いから、別の技
術が必要です。不用意な生素材の移動や、未完熟堆肥の使用は、雑草種
子や移入種の拡散を招く場合もあります。緑を増やす観点からは不必要
な剪定や除草も見受けられます。温暖化防止対策としても都市部の土壌
形成を促し、二酸化炭素の蓄積を図る必要があります。

１．剪定枝、除草した草などを堆肥化する場合には、自治会にひとつ程度の
処理場を つくり、専門的な講習を受けた団体などが堆肥化処理をする。利用
も出来る限り地域内で行う。
２．堆肥化せずに出来る限り樹下で処理できるような植栽の方法、粉砕の方
法等を工夫し普及する。併せて粉砕した剪定枝等を歩道や雑草コントロール
の資材として利用する。
３．自然樹形の剪定や、剪定の不必要な植栽方法などを工夫して、樹下で自
然処理できるような、「街の中の小さな森」を作っていく。
４．環境再生プロジェクト等自然再生や緑化の活動の一環として連携して進
めていく。
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